2011年度「労働法」（12月13日）

第21回　団体交渉（荒木497～510頁）
第21回　講義のねらい　団体交渉が労働法体系の中でどのように位置づけられ、法がそれにどのような支援を与えているのか、それは比較法的に見るとどのような特徴があるのか等、団体交渉の意義とそれに対する法の関与を検討する。
課題①　通常の契約では、契約条件交渉に応ずるかどうかは当事者の自由であるが、なぜ、労働関係においては団体交渉義務が課されるのか。

団体交渉とは集団的交渉であるから、労働組合員であれば当然団体交渉に参加することができる、という主張は妥当だろうか。団体交渉の当事者と担当者、そして組合員の関係はどうなっているのか。
1. 団体交渉の意義と機能
a. 団体交渉の意義
b. 団体交渉の機能
c. 労使協議制
2. 団体交渉の当事者・担当者
a. 労働者側の当事者
i. 単位組合

ii. 上部団体

iii. 支部・分会・職場組織

iv. 争議団

b. 使用者側の当事者
c. 団体交渉の担当者

課題②　労組法7条2号は「団体交渉をすることを正当な理由がなくて拒むこと」を不当労働行為としているが、労働組合が要求する事項であれば、その全てについて使用者は団体交渉する義務があるか。「派遣法を改正して登録型派遣を禁止せよ」という要求はどうか。
団体交渉の場に出て対応している以上、団体交渉を拒否してはおらず、不当労働行為が成立することはないか。

労働組合の要求を全く受け入れないことは不誠実な団体交渉として不当労働行為となるだろうか。

3. 団体交渉義務
a. 義務的団交事項・任意的団交事項
b. 義務的団交事項の範囲
c. 団体交渉義務の内容
i. 誠実交渉義務
111カール・ツアイス事件
ii. 団体交渉の手続
iii. 団体交渉の態様

課題③　使用者が労働組合からの団体交渉要求に応じない場合、労働組合はいかなる救済を求めることができるだろうか。裁判所と労働委員会とで救済の内容は異なるか。

4. 団体交渉拒否の救済

a. 労働委員会による行政救済

b. 裁判所による司法救済

i. 私法上の団交請求権

ii. 団体交渉を求め得る法的地位の確認

120国鉄事件

iii. 損害賠償請求
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